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本稿では、入学者の定員割れが起きている熊本県立菊池高等学校を事例とし、定員割れが起き

る要因を文献レビューと質間紙調査によって分析した。文献レビューの結果、県立高校における

通学区域の拡大と私立高校における就学支援金制度の実施により、菊池市内の中学生が市外の高

校へ行きやすい環境が整ったことで、市外への流出が加速している可能性があることが分かった。

また、質間紙調査の結果からは、菊池市内の高校進学を志望しない理由として、いきたい学科が

ないこと、部活動に魅力がないこと、家族やまわりの人がすすめなかったことが多数を占めるこ

とが分かった。また、男女とも進路について親や親族に相談する人が最も多いことも分かった。

これらの結果をふまえ、市内の中学生が市内の高校を選択したくなるような高校づくりのために

必要な視点やアイデアを考察する。

1。はじめに

(1)研究の目的

本稿は、熊本県立菊池高等学校（以下、菊池高校）を事例とし、地方の公立高校で定員

割れが起きる要因を明らかにし、菊池高校と同じように定員割れが起きている公立高校に

おいて教育委員会や地方自治体等がその解決策を探るための知見を提案することを目的と

する。

(2)研究の背景

現在、わが国では少子化が進行している。わが国では第2次ベビーブーム期以降、出生

数は減少が続き、平成3年以降は増加と減少を繰り返しながら緩やかな減少傾向となって

いる。合計特殊出生率については、昭和50年に2.0を下回って以降減少傾向が続き、人口

置換水準である2.07を下回る水準が続いている1)。熊本県においても15歳未満の年少人口

は平成22年の約25万人（全体比13.7％）と比較すると、平成42年には約18万人（全体比11.

4％）にまで減少すると見込まれている2)。これらのことから今後も子どもの数は減少を

続けることが予想され、経済規模の縮小や税収の減少など社会全体の活力が低下していく

と考えられる。また、教育現場である学校においても規模の縮小が起き、小中高校の統廃

合により生徒や教員が市外へ流出することで地域の衰退が加速する。

熊本県教育委員会（以下、県教委）では、少子化による生徒数の減少、県立高校の小規

模化を背景に高校で求められる適切な教育環境の確保や行財政改革等を目的とした「県立

高等学校再編整備等基本計画｣3)を平成19年に策定し、通学区域制度の見直しや特色ある

学校づくり、県立高校の再編整備等を進めている。県教委は再編整備の基本方針の中で、
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1学年あたりの適正な学級数として4から8学級（全日制の課程における一学級の生徒数

は40人が標準）を示している。その他にも地理的な条件や交通条件等いくつかの基準があ

るが、学級数が3学級以下になると再編整備の姐上に乗り統廃合へ近づくといわれている。

生徒数が減少し、学級数が減ってくると、教員数も減ることになるため教科によっては当

該高校で受講できない科目が出てくる恐れがある。また、統廃合が決まり地域に高校がな

くなるということになれば、その地域の住民にとっては交通費をかけて子どもたちを市外

の高校へ通わせる必要が出てくるなど教育における地域間格差の進行が危’倶される。

2．熊本県立菊池高等学校における定員割れの状況

(1)菊池高校の基礎情報

本研究が対象とする菊池高校は、熊本県北部人口50,194人‘)の菊池市に設置されている

県立高校である。学科は普通科と商業科からなり、平成27年5月1日現在、全校生徒数は

528名で学級数は16である5)。明治41年、隈府町外11力村組合立菊池女学校として設立さ

れ、数度の改称の後昭和28年現在の熊本県立菊池高等学校となった6)。菊池市にはこの他、

県立菊池農業高等学校（平成27年5月1日現在全校生徒506名、全15学級)、私立菊池女子

高等学校（平成27年5月1日現在全校生徒98名）がある。

(2)定員割れの状況

県教委が公表している、平成22年度から平成27年度の熊本県公立高等学校合格者数によ

ると、平成22年度入学者選抜以降、菊池高校では定員割れの状況が続いていることが分か

る（図－1）。いわゆる高校全入状態である。県立高校における募集定員については、毎

年中学校卒業予定者数の見込み等を加味して決定されるため常に一定ではなく、人口の変

動等に応じて増減していく。このことから、子どもの絶対数の減少だけではない要因が加

わり、菊池高校の定員割れを引き起こしているものと考えられる。

１
０
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
０
０
０

人
弱
釦
溺
加
巧
、
５

く (倍）

叩
卯
釦
、
釦
釦
釦
釦
如
加
、

●
●
。
●
●
①
■
●
声
■
●

１
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

H22H23H24H25H26H27(年度）

＝募集定員一合格者数一競争倍率
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(3)仮説

菊池高校ではなぜ定員割れが起こっているのだろうか。本稿では、県立高校における通

学区域制度の変更と私立高校における高等学校等就学支援金制度（以下、就学支援金制度）

の実施という2つの要因により菊池市の中学生が市外の高校に行きやすい環境が整ったこ

とで、市外の高校へ流出しているのではないかという仮説を立てた。

3．分析

(1)通学区域の自由化

調査にあたっては、菊池市の中学生が年度ごとにどのような進路を選択する傾向にあっ

たかを明らかにするために、菊池市教育委員会（以下、市教委）から提供をうけた、平成

19年度から平成27年度の菊池市の公立中学校の3年生における進路別生徒数のデータを用

いた。

通学区域制度は、高校教育の機会均等、高校の地域化、入学競争の弊害排除、高校教育

の普及を目的に昭和31年に地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下、地教行法）

の第50条で定められていた。その後、地方分権の流れの中で、教育行政においても規制緩

和を進め各教育委員会の裁量権を拡大することや学校間の競争を促進し多様で個性的な教

育を推進するため、当該条文は平成13年7月に地教行法改正に伴い削除された7)8)・

熊本県でも、地教行法の趣旨に沿って昭和24年度以降、県内にいくつかの通学区域を設

けてきた。その後、県教委でも県内の高校進学率が上昇し（熊本県では平成19年度98.4％）

高校教育の機会均等という当初の目的が達成されたことや県立高校の受検機会を居住地に

かかわらず県民間で公平に確保することが望ましいといった生徒や親などの意見の高まり

を受け、平成22年度から8つの通学区域を3つの通学区域に統合・拡大し、入学者選抜学

区外枠についても6.5％から13％に拡大するとした9)。熊本県内では高校受検において熊

本市内の高校に人気が集中する傾向があり、これまでも県議会等で教育における「熊本市

一極集中」が議論されてきた。しかし、県教委では、今後、県内1区化を視野に入れなが

ら各地域の高校の一層の特色づくりといった条件整備を行い、通学区域を段階的に拡大す
るとしている10)

この通学区域や入学者選抜学区外枠の拡大は、県内の熊本市以外の市町村から熊本市内

の県立高校を志望する中学生にとって進学先選択の機会が広がったことを意|床している。

しかし、同時に地元の中学生が熊本市内に流出する機会が広がったことも意|床している。

通学区域が段階的に統合・拡大された平成22年度前後の菊池市における中学生の進学先

を、菊池高校、熊本市内の県立高校とで比較する（図－2）。菊池市内の中学生のうち、

菊池高校入学者の割合は平成21年度と平成26年度に急激な減少を示しているが、長期的視

点で見ると緩やかな減少傾向といえる。平成22年度、平成23年度そして平成27年度は増加

しているものの前年の急激な減少に対しての増加であり、いずれも平成20年度、平成25年

度より低くなっている。一方、熊本市内の県立高校への入学者の割合は制度開始の翌年度、

平成23年度以降緩やかに上昇している。平成26年度、平成27年度は減少しているものの、

制度開始前に比較して高くなっている。このことから、通学区域、入学者選抜学区外枠の

拡大が熊本市内の高校入学者を増加させた要因であると考えられる。
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図－2菊池市内の中学校卒業者における進路別割合①

(2)就学支援金制度

調査にあたっては、市教委から提供をうけた、平成19年度から平成27年度の菊池市の公

立中学校の3年生における進路別生徒数のデータと、熊本県が平成26年度熊本私学白

書II)で発表している、熊本県における私学振興助成の決算額のデータを用いた。

平成22年度より、当時の民主党政権による公立高等学校授業料無償制と併せて就学支援

金制度が開始された。公立高校については授業料を無償化、私立高校に通う生徒に対して

は就学支援金の支給、さらに低所得者世帯等の生徒に対‐し、世帯の収入に応じて就学支援

金の加算を行った。高校へ通う子を持つ世帯の金銭的負担を軽減する制度である（平成26
年度より新制度へ移行).2)。こうした経済的負担の軽減により、これまで経済的理由から

私立高校受検を断念していた世帯の受検行動に変化が生じたと考えられる。

菊池市内の中学校卒業生の進路をみてみると、制度が実施された平成22年度以降、私立
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図－3菊池市内の中学校卒業者における進路割合②
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図－4熊本県における私学振興助成の決算額（平成26年度熊本私学白書より）

高校の入学者の割合が増加していることが読み取れる（図－3）。平成26年度入学者にお

いては菊池高校の入学者を上回るほどの増加である。また、県の私学振興予算の決算額で

は、財源の中でこの就学支援金制度の開始により国庫支出金の額が増加しており、単年度

あたりの私学振興助成の額は増加している（図－4）。これらのことから、就学支援金制

度の実施により私立高校入学者が増加していることが考えられる。

(3)中学生に対する質問紙調査

菊池市の中学生が、通学区域の拡大や就学支援金制度の影響だけで進路を決めているの

だろうか。そこで、中学生が高校をどのような理由で選んでいるのかを把握するため、菊

池市内の公立中学校の2年生に対し質問紙調査を実施した。質問紙調査にあたっては、調

査期間を平成27年12月14日から12月22日までの9日間とし、12月14日から菊池市内の菊池

北中学校（2年生全63名、2学級)、菊池南中学校（2年生全153名、4学級)、狐水中学

校（2年生全148名、4学級)、七城中学校（2年生全76名、2学級)、旭志中学校（2年

生全32名、1学級）の各校教頭を通じてクラスに調査用紙を配布、全クラス終了後、各教

頭を通じて回収した。調査用紙は学校別、また性別の記載をするものの個人が特定される

氏名の記載は求めていない。調査対象は平成27年度の中学2年生計472名である。これら

の手続きにより439の質問紙を回収した（回答率93％)。質問項目については表－1の通り

である。本稿では、この質問紙調査の結果を用いクロス集計を行った。

まず、男女ともに進みたい学科として普通科を選択する人が最も多かった（男120人、

女125人)。また、男女とも菊池市内の高校を志望しないと答えた人の方が志望すると答え

た人より2倍近く多かった（男146人、女134人)。菊池市の中学生が菊池市内の高校を志

望する理由（図－5）と、志望しない理由（図－6）をみてみると、菊池市内の高校を志

望する人の理由としては「通学が便利だから」が全体の約6割を占めていることが分かっ

た。以前、県教委等が実施した質問紙調査'柵においても許容通学時間として1時間以内と

答えた人（公立中学校2年生の生徒、親）は実に7割を超えており、地元にある高校への

通学は生徒にとっても親にとっても経済的、身体的負担が少なく選ばれる理由として大き
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なものがあると考えられる。一方、菊池市内の高校を志望しない人の理由として回答が多

かったのは「いきたい学科がないから｣、「部活動に魅力がないから｣、「家族やまわりの人

がすすめなかったから」の3つであった。学科については、菊池市内の高校には普通科、

商業科、農業科、家庭科、社会福祉科があるが、工業科等のその他の専門学科や総合学科

等はないため、こういった学科を希望する学生にとって菊池市内の高校は選択肢から外れ

ると考えられる。部活動については、例えば菊池高校にはボート部、日本拳法部等県大会

で優勝経験のある部活動があるものの、野球やバレーボール等その他の多くの部活動につ

いては、熊本市内の県立高校や私立高校が強豪校となっており、能力が高い中学生が市外

に流出してしまう可能性がある。また、生徒数の減少が続くと部員の数が集まらずサッカー

等の団体スポーツが成り立たなくなるため、生徒数の減少は更なる部活動の魅力低下につ

ながる恐れがある。

生徒の家族やまわりの評価が低いことは注目すべき観点である。アンケートの結果から

男女とも進路のことについて相談する相手として親や親族を選択した人が最も多かった

(表－2）。これらのことから、親の高校に対する評価が生徒の進路選択に影響している

ことが考えられる。

高校卒業後の希望進路との関係はどうだろうか。菊池市内の高校進学を志望する人も志

望しない人も、いずれも学科として普通科を志望する人が最も多いことが分かった（表一

3）。ただ、数を見ると菊池市内の高校進学を志望しない人の方が2倍近く多くなってい

る。また、高校卒業後の進路について、菊池市内の高校を志望する人では就職が最も多く、

志望しない人では大学進学が最も多くなっている（表－4）。これらのことから、菊池市

表－1質問紙調査における質問項目
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■就職実績がよいから

■学校行事に魅力があるから(修学旅行や文化祭等）
■部活動に魅力があるから

■家族やまわりの人にすすめられたから
■その他

■制服に魅力があるから

■いきたい学科があるから

■自分の学力レベルにあうから

■大学や専門学校等の進学実繍が良いから
■寅格が取れるから

ﾛ

図－5菊池市内の中学生を対象とした質問紙調査結果①
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質問番号

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

質問項目

あなたの性別を教えてください。

｜もしあなたが高校に進学するとしたら、進みたい学科はどれですか。
あなたは菊池市内の高校に進学したいですか。

Q3で（はい）と答えた方にお聞きします。それはなぜですか。
Q3で（いいえ）と答えた方にお聞きします。それはなぜですか。
高校卒業後どのような進路に進みたいと思っていますか。

現在、学習塾や通信教育などを利用し、学校以外で勉強することがありますか。ー‐ーー寺一■

中学校卒業後の進路のことについて、誰によく相談しますか。

4ユ5



内の高校を志望しない人の多くは、将来の大学進学を考え、菊池市外の高校の普通科へ進

学する事を希望していることが伺える。

|‘‘ 1Z 57

1

1』｡I 26

』

いいえ(n=269)

45 17 唖 4 唖

0％ 10％20％30％40％50％60％70％80％90％100％

■通学が不便だから

■就職実縦が悪いから
■学校行事に魅力がないから
■部活動に魅力がないから
■家族やまわりの人がすすめ
■その他

(修学旅行や文化祭等）

なかったから

蘭制服に魅力がないから

■いきたい学科がないから
■自分の学力レベルより低いから
■大学や専門学校等の進学実績が悪いから
■責格が取れないから

図－6菊池市内の中学生を対象とした質問紙調査結果②

表-2Q1とQ8のクロス表

路について誰に相談するか

学校の先 特に相談

票悪1 生 友達 塾の先生 しない その他 無回答 無効回答
－

Q1性別！

合計

男性

女性

無回答

03菊池市内の高

校に進学したい

はい

いいえ
か

無回答

合計

119

117

2

238

Q2進み

たい学科

合計

大学

7 24 5 66

2 30 3 44

0 0 0 0

9 54 8 no

表-3Q2とQ3のクロス表

03菊池市内の高校に進学したいか

普通科

専門学科

総合学科

高校に進

学する予

定がない

その他

はい

89

53

10

2

0

154

いいえ

156

95

30

0

1

282

表-4Q3とQ6のクロス表

回答

2 3 4

4 1 6

0 0 0

6 4 10

合計

0 245

1 149

0 40

1 3

1 2

3 439

06高校卒業後どのような進路に進みたいか’

短期大学

36 4

122 16

0 0

158 20

専門学校 就職

25

58

0

83
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67

76

0

143

家業をつ

ぐ その他 無回答

12 9 1

2 7 1

0 0 3

14 16 5

合計

230

207

2

439

合計

154

282

3

439



4，考察

前節の分析から、通学区域の拡大や就学支援金制度の実施が、菊池市の中学生の市外高

校への流出を加速させていることが考えられた。今後、県教委は、通学区域について全県

一区化を視野に入れ、段階的に拡大するとしている。また、私立高校入学者に対する就学

支援金制度も当面継続されることが予想されることから、菊池市内の中学生の市外への流

出はさらに加速することが考えられる。定員割れが続く菊池高校にとっては受検生が熊本

市内の県立高校や私立高校と比較をしても選択したくなるような高校づくりが必要となる

だろう。その際、本稿で実施した菊池市内の中学生を対象とした質問紙調査の結果が参考

となる。調査結果からは中学生の市外流出を防ぐいくつかの知見を得ることができる。そ

れらの知見を活用して、菊池高校の振興について考えてみたい。

まず、菊池市内の高校進学を志望する理由として、「通学の便利さ」が6割近くを占め

た。菊池市では、人口減少が進む中でバス等の公共交通機関の減便が進んでいる。公共交

通政策においては高齢者等の視点だけではなく高校生の通学手段といった視点を忘れては

ならないだろう。一方、菊池市内の高校進学を志望しない理由として、「いきたい学科が

ない」こと、「部活動に魅力がないこと｣、「家族やまわりの人がすすめない」ことが多数

を占めていた。学科については単に菊池市内の高校にない学科をつくるということでは本

質的解決にならない。質問紙調査の分析から、菊池市内の高校を志望する人は高校卒業後

就職を希望し、菊池市内の高校を志望しない人は大学進学を希望する傾向にあることが分

かっている。高校卒業後の希望進路の実現まで見通して、菊池市で高校生活を送る意義や

目的をもう一度問い直す必要があるといえる。その中で、学科やカリキュラムといった手

段のあり方を再設計することが肝要である。また、親や親族の評価が生徒の高校選択に影

響している可能性があることからも、今後の菊池市内の高校のあり方を再設計する際には

親世代の参加が不可欠である。「部活動の魅力」については、人気スポーツや人数を多く

要する団体スポーツ等に取り組むのは得策ではない。それは、熊本市内の県立高校や私立

高校等がすでに強豪校化しており、そもそも部員集めの段階でハードルが高いためである。

菊池市だからできるといった地の利を活かす視点が必要である。例えば、可能性が考えら

れる種目としてポート競技があるだろう。菊池市には竜門ダム設置によってできた班蛇口

湖にボート場があり平成11年の国民体育大会第54回大会でも会場として使われた。ボート

競技はオリンピック種目でもある。他にはない競技に取り組める環境を利点として、部活
動の魅力を発信するのも良いかもしれない。

本稿で得られた知見とは別に、県教委が既に取り組んでいる施策もある。例えば、併設

型の中高一貫教育校の設置や総合学科の新設等の新しいタイプの学校づくり等があげられ

る。熊本県内では既に3校が併設型の中高一貫教育校に取り組んでおり、今後長期的な評

価とともに菊池市での運用を検討する事例として検討できる。

本研究では、菊池市にある高校や公立中学校の中学生を対象としたため、地理的な要因

や文化的な要因等を加味すると、この結果を全国共通の事象として捉えることは難しい。

しかしながら、本稿で示した分析結果は、今後あらゆる地方都市で起こりうる高校の定員

割れについて、その要因を分析する際の知見となりうると期待する。
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5．まとめ

本稿では、なぜ、菊池高校では定員割れするのかという問いに対し、菊池市の中学生が

市外の高校へ流出しているという仮説を立て、それを検証するために文献レビューと質問

紙調査を行った。その結果、通学区域の拡大と就学支援金制度の実施という二つの要因に

より菊池市の中学生が市外の高校へ流出している可能'性があることが分かった。また、質

問紙調査からは菊池市内の高校進学を志望しない人の多くは普通科を希望し、高校卒業後

大学進学を考えていることや生徒の親や親族の評価が生徒の進路決定に影響を与えている

ことが分かった。

今後の課題としては、質問紙調査等の結果をさらに詳しく分析するとともに、生徒の親

や親族が子どもの進路についてどう考えているのか分析するため、生徒の親や親族を対象

とした質問紙調査等も実施したい。
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FACTORANALYSISOFLACKOFENROLLMENTPUBLIC

HIGHSCHOOLINREGIONALCITIES

KentaroSONODA

Inthispaper,IrevealedwhynotenrolledinhighschoolofKikuchiCily.1performaliterature

reviewandquestionnairesurvey・Asaresultoftheimplementationoftheexpansionandenrollment

assistanceallowancesystemoftheschooldistrictofKikuchiCity.Ifoundoutthatthereisan

outflowofjuniorhighschoolstudentstootherareas.Asaresultofthequestionnairereasonsfor

notaspiringahighschoolinKikuchiCitywereunattractivecun､icularcontents,missing

extracurricularactivitiesand,mostimportant,thatthestudents'familiesrecommendedmovingto

anothermunicipalityforbettereducation.

TheaimofthispaperistoprovidepossiblehintstomitigateanincreasedoutflowofJuniorhigh

schoolstudentsfromKikuchiCitytootherareas.
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